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歳
入
総
額
は
、前
年
度
対
比

20・11
％
増
の
77
億
57
万

円
で
、自
主
財
源
が
26
億
５
４
２
万
円

【
＋
2
億
７
９
７
２
万
円
】33・
83
％
、

依
存
財
源
が
50
億
９
５
１
５
万
円

【+

10
億
９
７
０
万
円
】66・17
％
と
な

り
ま
し
た
。

　

自
主
財
源
の
内
訳
を
み
ま
す
と
、

町
税
は
、地
方
税
法
第
３
８
９
条
に

よ
る
送
電
線
関
係
の
大
臣
配
分
の

価
格
が
平
成
25
年
度
と
比
較
し
て

償
却
資
産
税
分
の
増
額
な
ど
に
よ
り

13
億
８
６
９
４
万
円【+

６
４
１
万

円
】で
歳
入
全
体
の
18・
01
％
と
な

り
ま
し
た
。分
担
金
及
び
負
担
金

は
、防
霜
フ
ァ
ン
更
新
工
事（
農
業

経
営
体
質
強
化
基
盤
整
備
事
業
）の

終
了
に
係
る
負
担
金
の
減
額
な
ど

に
よ
り
66
万
円【
△
５
１
６
万
円
】

で
０・
01
％
と
な
り
ま
し
た
。繰
入

金
は
、縁
故
債
繰
上
償
還
の
財
源
と

し
て
減
債
基
金
か
ら
繰
入
を
お
こ

な
っ
た
た
め
、4
億
７
７
０
万
円【+

３
億
６
５
２
５
万
円
】で
５・
29
％

と
な
り
ま
し
た
。繰
越
金
は
、平
成

25
年
度
の
地
方
交
付
税
の
減
額（
△

３
２
０
６
万
円
）な
ど
に
よ
り
繰
越

金
が
減
額
及
び
平
成
25
年
度
に
臨
時

財
政
対
策
債
の
借
入
を
行
わ
な
か
っ

た
た
め
、6
億
１
７
８
２
万
円【
△

８
１
８
１
万
円
】で
８・02
％
と
な
り

ま
し
た
。

依
存
財
源
の
内
訳
と
し
て
、地

方
交
付
税
は
、基
準
財
政
収
入
額

の
増
に
よ
る
普
通
交
付
税
の
減
額

に
よ
り
27
億
４
４
１
１
万
円【
△

2
億
３
５
３
２
万
円
】で
35・64
％
と

な
り
ま
し
た
。国
庫
支
出
金
は
、臨
時

福
祉
給
付
金
給
付
事
務
費
補
助
金
の

増
及
び
子
育
て
世
帯
臨
時
特
例
給
付

金
の
増
な
ど
に
よ
り
増
額
と
な
り
、

2
億
７
７
４
５
万
円【+

９
８
６
３
万

円
】で
3・
60
％
、県
支
出
金
は
、介
護

基
盤
緊
急
整
備
等
特
別
対
策
補
助
金

等
の
減
額
及
び
国
土
調
査
費
補
助
金

の
減
額
な
ど
に
よ
り
5
億
５
４
９
万

円【
△
４
７
７
９
万
円
】で
6・56
％
と

な
り
ま
し
た
。　

　

一
方
町
債
は
、臨
時
財
政
対
策
債

の
借
入
れ
を
行
っ
た
こ
と
に
よ
る
増

額
及
び
高
度
情
報
基
盤
整
備
事
業
へ

の
着
手
に
よ
る
合
併
特
例
債
の
増
額

な
ど
に
よ
り
、12
億
８
３
５
０
万
円

【+

11
億
３
６
８
０
万
円
】で
16・67
％

と
な
り
ま
し
た
。

　
自
主
財
源
の
構
成
比
率
は
33・83
％

（
前
年
36・
28
％
）、地
方
交
付
税
、国・

県
支
出
金
、町
債
な
ど
の
依
存
財
源
が

66・17
％（
前
年
63・72
％
）で
、平
成
25

年
度
と
比
較
す
る
と
自
主
財
源
率
が

2・45
％
少
な
く
な
っ
て
お
り
、町
税

及
び
繰
入
金
の
増
額
、繰
越
金
の
減
額

が
主
な
理
由
で
す
が
、依
存
財
源
に

頼
っ
て
い
る
状
況
は
今
ま
で
と
変
わ

平
成
26
年
度 

川
根
本
町
の
決
算
状
況
を
報
告
し
ま
す

　

一
般
会
計
と
6
つ
の
特
別
会
計
の
1
年
間
の
決
算
は
、

歳
入
総
額
が
１
０
３
億
１
６
３
８
万
円
、歳
出
総
額
が

93
億
５
７
６
９
万
円
と
な
り
ま
し
た
。一
般
会
計
で
は
、歳
入
総

額
77
億
57
万
円
、歳
出
総
額
68
億
２
３
５
９
万
円
、差
引
残
額

8
億
７
６
９
８
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　

国
県
補
助
金
、過
疎
対
策
事
業
債
な
ど
有
利
な
財
源
を
活
用

し
、「
持
続
可
能
」な
経
営
を
目
指
す
と
と
も
に
、限
ら
れ
た
財
源

の
中
で
住
環
境
整
備
、予
防
接
種
助
成
な
ど
の
健
康
・
福
祉
サ
ー

ビ
ス
の
充
実
、防
災
対
策
の
充
実
な
ど
を
重
点
と
し
た
安
心
し

て
暮
ら
せ
る
環
境
整
備
に
努
め
ま
し
た
。

【
問
】総
務
課・財
政
室　
☎（
56
）２
２
２
０
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り
ま
せ
ん
。

　
な
お
、町
民
１
人
当
た
り
の
歳
入
総

額
は
、約
１
０
０
万
8
千
円
で
前
年
度

に
比
べ
18
万
５
２
７
３
円
の
増
加
と

な
り
、こ
の
う
ち
町
税
の
町
民
１
人
当

た
り
の
歳
入
額
は
約
18
万
1
千
円
で
、

前
年
度
に
比
べ
4
千
４
０
５
円
の
増

額
と
な
り
ま
し
た
。（
町
税
の
中
に
は
、

長
島
ダ
ム
等
の
国
有
資
産
交
付
金
が

含
ま
れ
て
い
ま
す
。）

　
歳
出
総
額
は
、
前
年
度
対

比
17・
78
％
増
の

68
億
２
３
５
９
万
円
で
す
。限
ら
れ
た

財
源
の
中
で
、行
政
改
革
集
中
改
革
プ

ラ
ン
に
よ
る
経
費
節
減
や
各
種
補
助

金
の
見
直
し
、過
疎
対
策
事
業
債
な
ど

有
利
な
財
源
を
活
用
し
、「
持
続
可
能
」

な
経
営
を
目
指
し
て
き
ま
し
た
。平
成

26
年
度
に
お
い
て
は
、高
度
情
報
基
盤

整
備
事
業
へ
の
着
手
、防
災
対
策
の
充

実
、住
環
境
整
備
、簡
易
水
道
施
設
の
整

備
及
び
健
康・福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
充
実

な
ど
住
み
や
す
い
環
境
づ
く
り
の
た
め

の
事
業
の
展
開
を
推
進
し
ま
し
た
。

◎
目
的
別

　
自
治
会
振
興
、町
営
バ
ス
の
運
行
、

高
度
情
報
基
盤
事
業
へ
の
着
手
な
ど

の
地
域
振
興
、次
年
度
以
降
の
事
業

実
施
の
た
め
の
基
金
管
理
を
実
施
し

た
総
務
費
が
25・
65
％
を
占
め
て
い

ま
す
。続
い
て
、外
出
支
援
サ
ー
ビ
ス

や
国
民
健
康
保
険
事
業
会
計
等
へ
の

繰
出
金
、子
ど
も
手
当
、子
育
て
支
援

事
業
な
ど
の
民
生
費
が
17・51
％
、各

種
検
診
事
業
な
ど
健
康
増
進
事
業
に

よ
る
町
民
の
皆
さ
ん
の
健
康
管
理
、ご

み・し
尿
処
理
な
ど
の
生
活
環
境
経
費

と
し
て
の
衛
生
費
8・86
％
、小
中
学

校・生
涯
学
習
の
教
育
振
興
な
ど
の
教

育
費
が
8・10
％
、茶
業
振
興
対
策
、林

業
振
興
、農
村
環
境
基
盤
整
備
な
ど
の

農
林
水
産
業
費
が
7・23
％
と
な
っ
て

い
ま
す
。

◎
性
質
別

　
人
件
費・扶
助
費・公
債
費
の
義
務

的
経
費
は
、前
年
度
対
比
15・06
％
の

増
と
な
る
24
億
８
４
１
３
万
円【+

３
億
２
５
０
７
万
円
】で
構
成
比
は

36・41
％
と
な
り
ま
し
た
。人
件
費
の

減
少
、相
談
支
援
事
業
委
託
料
の
増
、

障
が
い
者
自
立
支
援
給
付
費
の
増
な

ど
に
よ
る
扶
助
費
の
増
額
、縁
故
債
の

繰
上
償
還
を
行
っ
た
こ
と
な
ど
に
よ

る
公
債
費
の
増
が
義
務
的
経
費
増
額

の
要
因
で
す
。

　
物
件
費
は
、大
井
川
鐵
道
Ｓ
Ｌ
ト
ー

マ
ス
号
運
行
に
伴
う
千
頭
駅
周
辺
の

交
通
整
理
や
会
場
設
営
経
費
な
ど
の

増
額
な
ど
に
よ
り
、前
年
度
対
比
7・

61
％
の
増
と
な
る
10
億
６
５
０
１
万

円【+

７
５
３
１
万
円
】で
構
成
比
は

15・61
％
と
な
り
ま
し
た
。

　
普
通
建
設
事
業
費
は
、前
年
度
対
比

１
２
６・86
％
増
の
19
億
３
８
６
２
万

円【
＋
10
億
８
４
０
７
万
円
】で
全
体

の
28・41
％
と
な
り
ま
し
た
。こ
れ
は
、

介
護
基
盤
緊
急
整
備
等
特
別
対
策
事

業
、農
業
体
質
強
化
基
盤
整
備
促
進
事

業
に
よ
る
防
霜
フ
ァ
ン
更
新
工
事
や

森
林
環
境
整
備
事
業　
林
業
専
用
道

塩
野
線
開
設
工
事
、千
頭
地
区
耐
震
性

貯
水
槽
設
置
工
事
、道
整
備
交
付
金
事

業　
林
道
塚
ノ
山
線
開
設
工
事
な
ど

の
補
助
事
業
費
や
奥
大
井
自
然
休
養

村
管
理
セ
ン
タ
ー
耐
震
補
強・改
修
工

事
、デ
ジ
タ
ル
防
災
通
信
シ
ス
テ
ム
中

継
局
共
同
整
備
事
業
、向
井
飲
料
水
供

給
施
設
監
視
シ
ス
テ
ム
整
備
工
事
な

ど
の
単
独
事
業
費
が
減
少
し
た
も
の

の
、高
度
情
報
基
盤
整
備
工
事
、デ
ジ

タ
ル
防
災
行
政
無
線
シ
ス
テ
ム
整
備

機
器
購
入
事
業
、耐
震
性
貯
水
槽
設
置

工
事
な
ど
の
補
助
事
業
費
の
追
加
な

ど
に
よ
る
増
額
、高
度
情
報
基
盤
整
備

工
事
に
係
る
調
査・設
計
業
務
委
託
、

静
岡
地
域
消
防
救
急
無
線
デ
ジ
タ
ル

化
整
備
事
業
負
担
金
、町
道
高
郷
田
野

口
停
車
場
線
舗
装
工
事（
１
工
区
）の

追
加
な
ど
に
よ
る
単
独
事
業
費
が
増

加
し
た
こ
と
が
普
通
建
設
事
業
費
増

額
の
主
な
要
因
で
す
。

　
積
立
金
は
、平
成
26
年
度
末
に
縁
故

債
の
繰
上
償
還
を
行
っ
た
財
源
と
し

て
平
成
25
年
度
に
減
債
基
金
へ
積
立

を
行
っ
た
こ
と
、ま
た
同
年
に
、緊
急

地
震・津
波
対
策
交
付
金
の
積
み
立
て

を
行
っ
た
が
、平
成
26
年
度
に
は
行

わ
な
か
っ
た
た
め
、前
年
度
対
比
94・

46
％
の
減
と
な
る
２
８
４
１
万
円【
△

4
億
８
４
６
２
万
円
】で
構
成
比
は

0・42
％
と
な
り
ま
し
た
。

　
な
お
、町
民
１
人
当
た
り
の
歳
出
総

額
は
約
89
万
3
千
円
で
、前
年
度
に
比

べ
約
15
万
円
の
増
額
と
な
り
ま
し
た
。


